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農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律施行規則

第７条の規定に基づき農地及び農業用施設に係る災害復旧事業計画概要書

等の様式を定める等の件（昭和 43年 10月１日農林省告示第 1487号）の一

部改正について 

 

農地・農業用施設の災害復旧事業の実施に当たっては、農林水産業施設災害復旧事

業費国庫補助の暫定措置に関する法律施行令（昭和 25年政令第 152号。）の規定によ

り、都道府県は「災害復旧事業計画書」又は「災害復旧事業補助計画書」（以下「事業

計画書」という。）等を添えて補助金交付申請書を農林水産大臣に提出することとさ

れており、その事業計画書の様式は告示により定めているところである。 

今般、令和３年の地方分権改革に関する提案募集において、「都道府県及び市町村

等の事業主体は、大災害が発生した際、極めて短期間に、膨大な数の地区単位ごとの

事業計画書の作成業務に苦慮しているため、この事業計画書の簡略化を要望する。」

との提案が提出されたことを受け、下記のとおり告示改正を行い、別添のとおり本日

付けで施行されたので、御了知願いたい。 

当該改正は、告示で定められている様式によらない既存の資料（例：市町村、都道

府県自身の管理様式など）を事業計画書に代えて提出することができるようにしたも

のであり、貴局におかれては、今回の告示改正の趣旨を御理解のうえ、柔軟に御対応

願いたい。 

 

記 

 

１ 事業計画書等の注釈の追加 

  事業計画書及び事業成績書について、様式の注釈に「この様式によりがたい場合

には、この様式に記載すべき事項を記載した書面をもってこの様式に代えることが

できる。」との規定を追加。 

 

２ その他 

 ・ 災害復旧事業計画概要書（災害復旧事業補助計画概要書）について、事業費か

ら除く費用に係る記載を様式に追記。 

 ・ 補助金交付申請書等の様式について、「令和」の元号が記載されている箇所を削

除。 



（別添）


















